
 

 

宮城東部衛生処理組合建設工事制限付き一般競争入札実施    

要綱  

 （趣旨）  

第１ 条  この 要綱 は、 地方 自治 法施 行令 (昭 和 ２ ２ 年 政令 第 １ ６ 号 。以

下「 令」 と いう 。 )第 １ ６７ 条 の ５ 及び 第 １ ６ ７ 条 の ５ の ２ の 規 定に

より 実施 す る建 設 工事 に係 る 制限 付 き一 般競 争 入札 (以下 「制 限 付き

一般 競争 入 札」 と いう 。 )に つい て 、 宮 城東 部 衛生 処 理組 合 契 約 規則

(平 成 １ ６ 年 宮 城 東 部 衛 生 処 理 組 合 規 則 第 ５ 号 。 以 下 「 規 則 」 と い

う。 )に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする 。  

(対象工事 ) 

第２条  制限付き一般競争入札の実施対象となる工事 (以下「対象工事」

という。 )は、設計金額が５，０００万円以上の工事のうち、 宮城東

部衛生処理組合工事等請負業者選定委員会規程 (平成１０年宮城東部

衛生処理組合訓令第３号 )第１条に規定する宮城東部衛生処理組合 工

事 等 請 負業 者選 定 委員 会 (以 下 「委 員会 」 とい う。 )が、 同 規程 第 ２

条の 規 定 によ り 審 議し 、 か つ、 同 規 程第 ３ 条 第 ３ 項 の 規定 に よ る議

決又 は 同条 第 ４ 項 の規 定 によ る議 決 に代 わ る合 議を し た工 事 とす る。  

(入札参加資格 ) 

第 ３ 条  制 限 付 き 一 般 競 争 入 札 に 参 加 す る 者 (共 同 企 業 体 に あ っ て は 、

そ の す べ て の 構 成 員 )に 必 要 な 資 格 (以 下 「 入 札 参 加 資 格 」 と い

う。 )は、次に掲げる要件のすべてに該当することとする。  

(1) 対象 工 事に 対応 する 工 事種 類 につ いて 、 規則 第 ４ 条 の一 般 競

争入札参加資格者名簿に登録されていること。  



 

 

(2)  建 設業 法 (昭 和 ２ ４ 年法 律第 １０ ０ 号 。以 下「 法」 とい う。 )

第３条第 1項に規定する許可を受けていること。  

(3) 宮城県内に本店、支店又は営業所を有すること。  

(4) 宮城 東 部衛 生処 理組 合 有資 格 業者 に対 す る指 名 停止 措置 基 準

(平 成 １ ７ 年 宮 城 東部 衛 生 処理 組 合 告示 第 ２ 号 )に 基 づく 指 名停

止及び指名の回避の期間中でないこと。  

(5) 法 第 ２ ７ 条 の ２ ３ の 規 定に よ る経 営事 項 審査 の 総合 評定 値 に

つ いて 、 管 理者 が 対 象工 事 ご とに 定 め る基 準 値 を満 た し てい る

こと。  

(6)  会 社更 生 法 (平 成 １ ４ 年 法 律 第 １ ５４ 号 )第 １ ７ 条 の規 定によ

る更生手続開始の申立てをしていない者であること。  

(7)  民 事再 生 法 (平 成 １ １ 年 法 律 第 ２ ２５ 号 )第 ２ １ 条 第 １ 項 の 規

定による再生手続開始の申立てをしていない者であること。  

(8) 令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること。  

(9) 前各 号 に掲 げる もの の ほか 、 管理 者が 必 要と 認 める 技術 的 条

 件その他の条件を満たしていること。  

(入札の公告 ) 

第４条  制限付き一般競争入札に係る令第１６７条の６及び規則第５条

の規定による公告 (以下「入札公告」という。 )には、次に掲げる事項

を付記しなければならない。  

(1) 制限付き一般競争入札参加申請の受付期間  

(2)  仕 様書 及び 設計 図 (以下 「設 計図 書等 」と いう 。 )の閲 覧の 期間

及び場所  



 

 

(3) 設計図書等の複写の方法  

(4) 対象工事に対する質問の方法及び受付期間  

(5) 前号の質問に対する回答の方法及び期間  

(6)  前各 号に 掲 げる もの のほ か 、 制限 付き 一般 競 争 入札 に関 し必 要

な事項  

２  管理者は、入札公告を行った場合は、当該入札公告の内容について、

広く周知するよう努めなければならない。  

(設計図書の閲覧 ) 

第５ 条  制限 付き 一般 競争 入札 に参 加し よう とす る者 (以下「 入札 参加

者」とい う。 )は 、入札公 告に付 記 した設計 図書等 の 閲覧の期 間中 、

管 理 者 が 別 に 指 定 す る 方 法 に よ り 設 計 図 書 等 の 複 写 を す る こ と が で

き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 複 写 に 要 す る 費 用 は 、 入 札 参 加 者 の 負 担

とする。  

２  入札参加者は、設計図書等に対して質問がある場合は、質問書 （様

式第１号）を管理者に提出するものとする。  

３  前項の規定により提出された質問書に対する回答は、技術的な内容

の も の に つ い て は 施 工 担 当 係 長 （ 対 象 工 事 を 所 掌 す る 係 の 係 長 を い

う 。 以 下 同 じ 。 ） が 、 そ の 他 の も の に つ い て は 事 務 局 長 が 作 成 す る

ものとする。  

(入札参加資格申請 ) 

第６条  入札参加者は、入札公告に付記した制限付き一般競争入札参加

申請の受付期間内に、制限付き一般競争入札参加申請書 （様式第２号）

及び入札公告に付記した必要書類（以下「制限付き一般競争入札参加



 

 

申請書等」という。 )を管理者に提出しなければならない。  

２  管理者は、前項の規定により制限付き一般競争入札参加申請書等の

提出を受けたときは、受付番号を付し、制限付き一般競争入札参加申

請書の写しを申請者に交付するものとする。  

(入札参加資格の審査 ) 

第７条  事務局長は、前条第１項の規定により提出を受けた制限付き一

般競争入札参加申請書等に基づき、入札参加資格についての審査を行

うとともに、その写しを施工担当係長に送付するものとす る。  

２  施工担当係長は、前項の規定による送付を受けたときは、入札参加

資格のうち技術的条件その他技術的な部分についての審査を行い、そ

の結果を事務局長へ報告しなければならない。  

３  事務局長は、前２項の規定による審査結果を速やかに委員会に報告

し、委員会に対し入札参加資格の有無についての審議を求めるものと

する。  

(入札参加資格確認結果の通知 ) 

第 ８ 条  管 理 者 は 、 委 員 会 か ら 前 条 第 ３ 項 の 審 議 の 結 果 に つ い て 報 告

が あ っ た と き は 、 入 札 参 加 者 に 対 し て 入 札 参 加 資 格 確 認 通 知 書 （ 様

式 第 ３ 号 ） に よ り 、 制 限 付 き 一 般 競 争 入 札 参 加 申 請 の 受 付 期 間 の 末

日 の 翌 日 か ら １ ４ 日 以 内 に 入 札 参 加 資 格 の 有 無 を 通 知 す る も の と す

る 。 こ の 場 合 に お い て 、 入 札 参 加 資 格 を 有 し な い と し た 入 札 参 加 者

については、その理由を付するものとする。  

２  前 項 の 規 定 に よ り 入 札 参 加 資 格 を 有 し な い 旨 の 通 知 を 受 け た 者 は 、

管 理 者 に 対 し 書 面 に よ り 入 札 参 加 資 格 を 有 し な い と さ れ た 理 由 の 説



 

 

明を求めることができる。  

３  前 項 の 規 定 に よ り 説 明 を 求 め ら れ た と き は 、 管 理 者 は 、 理 由 の 説

明 を 求 め た 者 に 対 し 前 項 の 規 定 に よ る 書 面 の 提 出 を 受 け た 日 か ら ７

日以内に回答するものとする。  

４  前 項 の 規 定 に よ る 回 答 を 行 う 場 合 は 、 委 員 会 の 意 見 を 聴 く も の と

する。  

(入札参加資格の喪失 ) 

第９条  前条第１項の規定により入札参加資格を有する旨の通知を受け

た者は、当該入札の日までの間に次の各号のいずれかに該当すること

となった場合は、その入札参加資格を喪失するものとする。  

(1)  第 ３ 条各号 に掲げる要 件のい ずれかを満 たさな いこととな った

とき。  

(2)  制限付き一 般競争入札 参加申 請書等に虚 偽の事 項を記載し たこ

とが明らかになったとき。  

(入札参加資格喪失の通知 ) 

第１０条  管理者は、第８条第１項の規定により入札参加資格を有する

旨の通知を受けたものが入札参加資格を喪失したときは、制限付き一

般競 争 入札 参 加資 格喪 失 通知 書 (様 式第 4号 )に そ の理 由を 付 して 、そ

の者に速やかに通知するものとする。  

(入札の中止 ) 

第１１条  制限付き一般競争入札参加申請書等の提出をした入札参加者

のうちに入札参加資格を有する者が １人しかないとき、又は １人にな

ったときは、委員会の意見を聴き、制限付き一般競争入札を中止する



 

 

ことができる。  

２  管理者は、前項の規定により制限付き一般競争入札を中止したとき

は、制限付き一般競争入札中止通知書 (様式第５号 )にその理由を付し

て、当該制限付き一般競争入札について同項の提出をした入札参加者

に速やかに通知するものとする。  

(入札の執行等 ) 

第１２条  制限付き一般競争入札の実施に係る令 １６７条の８第３項の

規定による再度の入札 (以下「再度入札」という。 )は、２回に限りこ

れを行うことができる。  

２  再度入札には、最初の入札に参加しなかった者、最初の入札で規則

第１０条各号に掲げる無効な入札を行った者及びあらかじめ最低制限

価格を設けた入札において最初の入札で当該最低制限価格より低い価

格をもって申込みをした者を参加させることはできない。  

３  ２回目の再度入札に付し、なお落札者がないときは、随意契約の方

法により契約を締結することができる。ただし、あらかじめ最低制限

価格を設けた入札において再度入札で当該最低制限価格より低い価 格

をもって申込みをした者を随意契約の相手方とすることはできな い。  

(委任 ) 

第１３条  この要綱に定めるもののほか、制限付き一般競争入札の実施

に関し必要な事項は、 事務局長が別に定める。  

附  則  

この告示は、令和７年４月１日から施行する。  

 


